
みなさまのご意見をお寄せください。 

第７期名古屋市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

「はつらつ長寿プランなごや２０１８」（案）概要 

名古屋市では、平成２７年に第６期名古屋市高齢者保健福祉計画・介護保険事

業計画「はつらつ長寿プランなごや２０１５」を策定しました。この計画は、高

齢者のための保健・福祉施策の目標などを定めた「高齢者保健福祉計画」と、介

護保険サービスの量の見込みなどを定めた「介護保険事業計画」を一体的に策定

したものです。この計画を推進することにより、「互いに長寿を歓び合い、はつら

つとして暮らせるまち、なごや」の実現を目指します。 

 この計画は３年ごとに見直しを行うこととしており、この度、平成３０年度か

ら平成３２年度までを計画期間とする第７期名古屋市高齢者保健福祉計画・介護

保険事業計画「はつらつ長寿プランなごや２０１８」（案）がまとまりました。 

 この計画（案）について、ご意見がございましたら、裏表紙の「ご意見記入用

紙」にご記入の上、お送りくださいますようお願いします。 

 いただいたご意見につきましては、今後の計画策定や高齢者関連の施策に生か

してまいります。 

 多くの方々からのご意見をお待ちしています。 

平成２９年１２月 

名 古 屋 市 



目   次

ページ

１ 計画の概要                          １    

２ 高齢者の現状と将来推計                    ３ 

３ 施策の展開                          ８ 

４ 安定した介護保険制度の運営                  ２５ 

＜参考＞第 6 期計画と第 7期計画との比較               ３２ 



１ 計画の概要

（１）計画の理念 

○ 名古屋市では、高齢化率が２５％に迫る状況であり、超高齢社会を迎えている。

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）には、６５歳以上の高

齢者数が約５９万人、高齢化率は２６．３％に達すると推計され、今後、介護や

支援を必要とする高齢者が増加すると見込まれている。 

  ○ そうした状況の中、本計画は「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」

を一体的に策定するものである。 

○ 両計画を推進することにより、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有す

る能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予

防、自立した日常生活の支援（生活支援）及び住まいが包括的に確保される体制、

すなわち「地域包括ケアシステム」を構築し、『 互いに長寿を歓び合い、はつら

つとして暮らせるまち、なごや 』の実現を目指す。 

（２）計画の視点 

   以下の５つの視点に基づき高齢者施策を推進する。 

○ 人間性の尊重 

○ 活力ある高齢期の実現 

○ 在宅生活の総合的支援 

○ ともに生きるまちづくり 

○ 市民の幅広い参加と民間活力の活用及び地域支援体制の構築 
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（３）計画の性格 

  ア 高齢者保健福祉計画 

すべての高齢者が生きがいを持ち、住み慣れた地域において安らぎのある生活

を営むことができるような社会を目指し、高齢者に対する福祉の目標等を老人福

祉法に基づき定める高齢者福祉計画であるとともに、健康増進法に基づく健康増

進計画「健康なごやプラン２１」との整合性を図り、高齢者の保健と福祉につい

て、高齢者保健福祉計画として総合的に定める。 

  イ 介護保険事業計画 

    介護を必要とするすべての高齢者が必要かつ十分なサービスを受けることが

できるよう、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を目的に定めるもので、

サービス量の見込みを介護保険法に基づき定める。 

（４）計画の期間 

○ 平成３０年度から平成３２年度までの３年間（第７期計画） 
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２ 高齢者の現状と将来推計 

（１）高齢者人口

【 推移 】 

（単位：人） 

区  分 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 28 年 

総人口 2,171,557 2,215,062 2,263,894 2,295,638 2,304,794 

65 歳以上 338,795 408,558 471,879 545,210 554,801 

（再掲） 

75 歳以上 
129,569 171,558 215,160 258,354 268,865 

注１：各年１０月１日現在の人口。総人口には年齢不詳を含む。 

注２：出典 平成１２年～２７年：国勢調査、平成２８年：名古屋市統計年鑑 

【 将来推計 】 

（単位：人） 

区  分 

第 7 期 第 9 期 

平成 30 年 平成 31 年 平成 32 年 平成 37 年 

総人口 2,271,000 2,269,000 2,265,000 2,238,000

65 歳以上 574,000 578,000 580,000 588,000

（再掲） 

75 歳以上 
292,000 301,000 305,000 351,000

注：名古屋市総合計画２０１８における人口推計による。（上位推計と下位推計の平均

値） 
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（２）ひとり暮らし高齢者数等 

  【 ひとり暮らしの高齢者数の推移 】 

（単位：人） 

区  分 平成 24 年 平成 27 年 平成 28 年 

人  数 84,413 92,798 94,984

注：名古屋市高齢者世帯実態把握調査結果（各年１０月１日現在） 

 【 ７５歳以上の高齢者のみの世帯数の推移 】 

（単位：人） 

区  分 平成 24 年 平成 27 年 平成 28 年 

人  数 23,048 25,535 26,379

注：名古屋市高齢者世帯実態把握調査結果（各年１０月１日現在） 

（３）認知症高齢者数

（単位：人）

区  分 平成 24 年 平成 27 年 平成 32 年 平成 37 年 

認知症高齢者数 74,000 86,000 100,000 112,000

注：厚生労働省の「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」による

全国の認知症有病率推定値をもとに本市における認知症高齢者数を推計 
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（４）第 1号被保険者数 

  【 推移 】 

（単位：人）

区  分 12 年度 18 年度 24 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

第 1号被保険者数 334,632 419,971 492,320 543,360 552,817 560,322

注：各年度９月末現在（平成１２年度のみ法施行時４月１日現在） 

  【 将来推計 】 

（単位：人）

区  分 

第 7 期 第 9 期 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 37 年度 

第 1号被保険者数 566,400 570,000 572,900 579,700

注：年齢段階別（１歳刻み）の生存率実績等から推計 
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（５）要介護・要支援者及び事業対象者 

  【 推移 】 

（単位：人） 

区  分 12 年度 18 年度 24 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

要支援 1  3,085  7,200 10,366 14,251 14,938 15,457

要支援 2 ―  5,600 15,041 18,984 19,638 20,535

要介護 1  6,863 18,746 12,120 14,603 14,993 15,415

要介護 2  5,099 12,125 17,574 19,919 20,181 20,235

要介護 3  4,257  9,677 12,630 13,535 14,121 14,701

要介護 4  4,557  8,196 10,152 10,752 11,019 11,513

要介護 5  3,373  6,260 8,620 9,027 8,933 8,921

要介護・要支援者計 27,234 67,804 86,503 101,071 103,823 106,777

認定率（65歳以上） 7.9% 15.5% 17.1% 18.2% 18.4% 18.7%

事業対象者 － － － － 2,437 4,052

注１：各年度９月末現在（平成１２年度のみ法施行時４月１日現在） 

注２：平成１８年４月からの制度改正により、「要介護１」の区分から改善の可能性が

高い方の区分として「要支援２」が設けられ、制度改正前の「要支援」は「要支

援１」に移行 

注３：平成２８年６月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始したため、基

本チェックリストの判定による事業対象者の区分を新設 
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【 将来推計 】

（単位：人） 

注１：各年度９月末時点 

注２：端数処理（四捨五入）の関係上、内訳と合計が一致しないことがある。 

区 分 

第 7期 第 9期 

30 年度 31 年度 32 年度 37 年度 

要支援１ 16,000 16,500 16,900 18,600

要支援２ 21,300 22,000 22,600 25,000

要介護１ 16,100 16,700 17,200 19,400

要介護２ 21,100 21,800 22,500 25,500

要介護３ 15,400 16,000 16,500 19,100

要介護４ 12,100 12,600 13,100 15,100

要介護５ 9,400 9,800 10,100 11,600

要介護・要支援者計 111,400 115,300 118,900 134,200

認定率（65 歳以上） 19.2% 19.8% 20.3% 22.7%

事業対象者 5,300 6,100 7,000 7,500
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３ 施策の展開 

（１）施策推進の方向性 

高齢者が生きがいを持って暮らし、社会において積極的に役割を担い、活躍で

きるような環境づくりを進めるとともに、住み慣れた地域で、人生の最後まで尊

厳をもって自分らしく暮らすことができるよう、医療、介護、介護予防、生活支

援、住まい、認知症施策などが包括的に確保される「地域包括ケアシステム」を

実現する。

施策１５ 状況に応じた住まい・施設の確保 

施策１６ 住まい・施設に関する支援体制の充実 

施策１１ 介護サービスの提供体制の充実 

施策１２ 介護サービスの質の確保及び向上 

施策１３ 介護サービスを支える人材の確保・定着 

施策１４ 在宅で介護する家族等への支援 

施策１ 健康づくりの推進 

施策２ 効果的な介護予防の推進 

施策３ 社会参加の機会の充実・活躍の場の提供 

施策４ 総合相談窓口の充実 

（いきいき支援センターの機能強化等）

施策５ 地域ケア会議の充実 

施策６ 地域における見守りの充実 

施策７ 介護予防・生活支援の推進 

施策８ 在宅医療・介護連携の推進 

施策９ 高齢者虐待の防止 

施策１０ 認知症の方や家族に対する支援の充実 

地域での生活 

の基盤

心
身
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機
能
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下
し
つ
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高
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（２）施策の展開 

 Ⅰ 健やかでいきいきとした生活の実現 

  施策１ 健康づくりの推進 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

生活習慣の改善による生活習慣病の予防、健康寿命の延伸、

生活の質の向上を図ることにより、生涯にわたり健康で、心豊

かな生活を送ることができる。 

課   題 ○健康寿命のさらなる延伸 

施策の展開 

○健康なごやプラン２１（第２次）の推進 

各種の健康増進施策の取り組みについて、引き続き推進し

ていくとともに、市民への広報を充実する。 

市民の関心が高い生活習慣病予防などの正しい知識の普

及・啓発をすすめるとともに、すべての市民が健康に関心を

もち、健康づくりに取り組むための効果的な情報発信につい

て検討する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○健康増進事業の推進 

○がん対策の推進 

○歯科口腔保健対策の推進 
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  施策２ 効果的な介護予防の推進 

区   分 概   要 

め ざ す 姿 

地域の身近な場所において、自発的・継続的に介護予防に取

り組むことにより、生活の質（ＱＯＬ）が向上し、自立した生

活を送ることができる。 

課   題 

○介護予防活動の普及・推進並びに場所の充実 

○住民主体の集いの場における専門的支援の推進 

○効率的な介護予防の促進 

施策の展開 

○介護予防の周知、啓発 

 介護予防の様々な活動方法やその効果を紹介する等、具体

的な内容を周知し、啓発する。 

○身近な地域での介護予防の活動場所の充実 

 活動場所を充実させていくとともに、その活動場所を広報

する。 

○住民主体の集いの場への専門職派遣の推進 

 住民主体の集いの場に保健所の保健師等や地域のリハビ

リテーション専門職等を派遣し、自立支援に資する取り組み

を推進する。 

○効果検証等による効率的な介護予防の促進 

 地域ごとの課題等を確認、分析するとともに、介護予防事

業の効果検証を実施し、その結果に基づき、効率的な介護予

防を促進する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○いきいき教室の実施 

○地域サロン活動等支援事業の実施＜拡充＞ 

○高齢者はつらつ長寿推進事業の実施 

○高齢者サロンの推進＜拡充＞ 

○福祉会館認知症予防教室の開催 
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  施策３ 社会参加の機会の充実・活躍の場の提供 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  
知識や経験を活かして社会参加し、生きがいを持って生活し

ているとともに、社会において様々な役割を担い活躍している。

課   題 
○外出のきっかけづくりや仲間づくり等の機会の確保 

○地域活動等に関心がある方を活動につなげること 

施策の展開 

○外出のきっかけづくりや仲間づくりの機会の充実等 

身近なふれあいや交流場所である高齢者サロン等の整備

をさらに進めるとともに、元気な高齢者が地域における支え

合いの担い手となるよう活躍の場を広げる支援をする。 

○情報発信の充実 

地域活動等に関心がある高齢者が実際に活動しやすいよ

う、これから高齢期を迎える年齢層も含めて、地域活動等に

関する情報を幅広く発信する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○敬老パスの交付 

○福祉会館の運営 

○老人クラブの活動支援＜拡充＞ 

○高齢者就業支援センターの運営 

○鯱城学園の運営 

○高齢者サロンの推進＜拡充＞（再掲） 
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Ⅱ 地域で安心して暮らすための支援体制の充実 

  施策４ 総合相談窓口の充実（いきいき支援センターの機能強化等） 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

地域の高齢者及びその家族等が、身近な総合相談窓口である

いきいき支援センターに困り事などを気軽に相談でき、必要な

支援を受けることができる。 

課   題 

○いきいき支援センター及び高齢者いきいき相談室の役割の見

える化 

○いきいき支援センターの体制強化 

施策の展開 

○いきいき支援センター及び高齢者いきいき相談室の利用促進 

  センター及び相談室の事業内容・活動内容を分かりやすく

地域に発信するとともに、地域の身近な場所でいつでも相談

できる窓口を増やしていく。 

○いきいき支援センターの体制強化 

  必要な人員の確保、各センター間の連携強化、職員のさら

なる資質向上等をしていくことで体制強化を図る。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○いきいき支援センターの運営 

○高齢者いきいき相談室の設置 

12



  施策５ 地域ケア会議の充実 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

各区において高齢者が安心して生活できるよう、多職種が個

別事例の検討を行うことで高齢者を支援するとともに、高齢者

を取り巻く様々な地域課題を解決することができる。 

課   題 

○各区地域包括ケア推進会議の充実 

○個別ケース検討会議の充実 

○各区地域ケア会議の取り組み内容の整理、全市課題への対応 

○各区地域ケア会議の取り組み内容の見える化 

施策の展開 

○各区地域包括ケア推進会議の充実 

地域包括ケアシステムの構築に向けた本市の方向性を示

すとともに、各区において、計画的・戦略的に地域の実情を

踏まえた取り組みを実施する。 

○個別ケース検討会議の充実 

個別ケース検討会議等を引き続き開催し、高齢者個人に対

する支援の検討を行うとともに、地域課題を把握する。また、

高齢者の自立支援に向けたケアマネジャーのケアマネジメ

ント支援方法を検討する。 

○全市課題への対応、好事例の横展開 

各区の実情に応じた取り組みを推進するとともに、各区の

取り組みから全市課題を把握し、市施策に反映できるよう検

討するほか、好事例については他区への横展開を図る。 

○市民への広報の充実 

各区の地域包括ケアシステムについて、より多くの方に関

心を持ってもらえるよう、地域ケア会議の取り組み内容を、

様々な手法により発信する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○地域ケア会議の実施＜拡充＞ 
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  施策６ 地域における見守りの充実 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

地域住民をはじめとした多様な主体による見守りや地域の身

近な居場所への参加によって、地域とつながりながら暮らし続

けることができる。 

課   題 
○見守り活動等の充実 

○地域のつながりの強化 

施策の展開 

○多様な主体による見守り活動の充実 

行政、地域住民、民間事業者等の多様な主体による見守り

活動により、高齢者の孤立を防止するとともに、支援を必要

とする高齢者を適切な関係機関による支援につないでいく。

○幅広い世代による高齢者支援にかかる地域活動への参加 

幅広い世代の地域住民や団体に高齢者サロン等の居場所

づくりや地域の助け合い活動への協力を呼び掛け、地域のつ

ながりを深め、高齢者の孤立を防止する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○見守り支援事業の実施 

○高齢者福祉相談員の配置 

○高齢者見守り協力事業者登録制度の実施 
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  施策７ 介護予防・生活支援の推進 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

専門的な訪問・通所サービスに加え、元気な高齢者等、地域

の力も活用した多様なサービスの中から状態に適したサービス

を利用することにより、心身の機能が低下しつつある高齢者が

状態の維持・改善を図ることができる。 

課   題 

○本市独自サービス（専門的な訪問・通所サービスとは別に、

本市が独自に基準等を設定したサービス。以下同じ。）の普及

及び事業の効果検証 

○高齢者日常生活支援研修修了者が活躍できる場の拡大 

○高齢者が必要とする生活支援の把握・充実 

施策の展開 

○本市独自サービスの利用を推進 

 事業所数及び担い手を増やし、本市独自サービスの利用を

推進するとともに、サービス利用による介護予防の効果を含

めた事業全体の検証を行い、今後の事業のあり方について検

討する。 

○高齢者日常生活支援研修及び同等研修の修了者が活躍できる

場の拡大 

研修修了者の増加に努めるとともに、研修修了者と求人す

る事業所をマッチングする取り組みを行う。 

（※）同等研修とは、市が実施している高齢者日常生活支援研

修と同等の内容で認定を受けた法人が実施する研修であ

り、生活支援型訪問サービスの従事者となることが可能 

○生活支援の把握・充実と情報提供の強化 

各区の生活支援に係る協議体等において、高齢者が必要と

する生活支援の把握に努めるとともに、身近な地域の生活支

援に関する情報を高齢者に分かりやすく提供する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○生活支援型訪問サービス 

○地域支えあい型訪問サービス 

○ミニデイ型通所サービス 

○運動型通所サービス 
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  施策８ 在宅医療・介護連携の推進 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

在宅医療と介護の連携を推進し、切れ目のない医療・介護サ

ービスの提供を行うことにより、在宅で療養する高齢者が住み

慣れた地域で安心して生活を送ることができる。 

課   題 

○在宅療養に関する正しい知識の普及 

○在宅医療・介護連携推進体制の充実 

○はち丸ネットワーク（在宅療養者に質の高い医療・介護サー

ビスを提供するため、関係者がその方の医療・介護情報や生

活状況等を共有するシステム）の普及 

施策の展開 

○在宅療養に関する正しい知識の普及 

  医療や介護が必要になっても在宅で生活を送ることができ

ることを市民や関係者に分かりやすく説明することにより、

在宅療養に関する正しい知識の普及に努める。 

○在宅医療・介護連携体制の充実 

  在宅医療・介護連携支援センターにおいて、医療・介護関

係者や市民からの相談に適切に対応できる体制を整えるとと

もに、相談窓口の周知を進める。また、多職種による連携の

強化を図り、在宅療養者への適切な医療・介護サービスの提

供に努める。 

○はち丸ネットワークの普及 

在宅療養者を支援する医療・介護関係者の情報共有が進

み、質の高いサービスが提供されるようにするため、さらに

多くの関係機関のはち丸ネットワークへの登録を推進する。

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○在宅医療・介護連携支援センターの運営 

○はち丸ネットワークの運用 

○在宅歯科医療・介護連携推進事業の実施＜拡充＞ 
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  施策９ 高齢者虐待の防止 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

高齢者に対する虐待を社会全体で未然に防止するとともに、

関係機関の連携・協働により、虐待の早期発見・早期対応、虐

待を受けた高齢者の保護、養護者の支援等がされている。 

課   題 
○高齢者の虐待防止等に関する啓発 

○虐待防止に向けた要因分析 

施策の展開 

○高齢者の虐待防止等に関する啓発の充実 

  高齢者虐待の防止や早期発見・早期対応を目的とした啓発

に、様々な手法で取り組む。 

○虐待の要因分析及び虐待防止策の検討 

虐待に至った要因を分析し、要因別に虐待防止策を検討す

る。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○高齢者虐待相談センターの運営 

○高齢者虐待休日・夜間電話相談窓口の設置 
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  施策１０ 認知症の方や家族に対する支援の充実 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  
認知症になっても、本人の意思が尊重され、住み慣れた地域

で自分らしく安心して暮らし続けることができる。 

課   題 

○認知症の方が安心して暮らせる地域づくり 

○適時・適切な医療・介護サービスの提供 

○権利擁護の充実 

○認知症高齢者を介護する家族の負担軽減 

○認知症の方の意思の尊重 

施策の展開 

○認知症の方を地域で支える仕組みづくりの充実 

 認知症に関する相談窓口や認知症施策について、広報を強

化する。また、徘徊のリスクが高い方の効果的な捜索の仕組

みを検討する。 

○認知症の早期発見・早期対応 

 認知症初期集中支援チームの活動を推進するとともに、各

チーム間の情報共有や研修を充実する。 

○権利擁護の充実 

 成年後見制度の利用の促進に関する法律の趣旨を踏まえ、

本市基本計画を策定するとともに、制度の周知や体制の整備

を行う。 

○認知症高齢者を介護する家族への支援の充実 

 家族教室・家族サロン等を実施するとともに、ピアサポー

トを重視した取り組みの導入を検討する。 

○本人・家族の視点の重視 

 認知症の方やその家族の意見を把握し施策に反映できる

よう、本人・家族ミーティング等の開催を検討する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○認知症サポーターの養成と活動支援 

○認知症地域支援ネットワークの構築＜拡充＞ 

○認知症初期集中支援チームの設置 

○認知症高齢者を介護する家族への支援 

○徘徊のリスクが高い方について、GPS 等を活用した捜索シス

テムの導入を検討＜新規＞ 
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 Ⅲ 自立して生活するには不安がある方への支援 

  施策１１ 介護サービスの提供体制の充実 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  
介護サービスを必要とする方が、利用者の心身の状況や家族

のニーズに合った必要なサービスを適切に利用できる。 

課   題 
○小規模多機能型居宅介護等の周知と整備促進 

○施設・居住系サービスの計画的な整備 

施策の展開 

○小規模多機能型居宅介護等の周知と整備促進 

小規模多機能型居宅介護等の利用促進のため、サービス内

容について引き続き周知を図るとともに、事業所の参入を促

進するため、整備補助などを行う。 

○施設・居住系サービスの計画的な整備 

施設・居住系サービスの利用を必要とする方が早期に入所

できるよう、引き続き整備を進めていく。特別養護老人ホー

ムについては、利用者の選択の幅を広げるため、医療対応型

やプライバシーに配慮した多床室の整備も検討する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○特別養護老人ホームの整備＜拡充＞ 

○認知症高齢者グループホームの整備＜拡充＞ 

○小規模多機能型居宅介護等の整備補助 
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  施策１２ 介護サービスの質の確保及び向上 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  
介護を必要とする方やその家族が介護事業所を適切に選択

し、安心して質の高い介護サービスを受けられる。 

課   題 

○増加する介護事業所に対する制度理解の徹底と実地指導の充

実 

○介護事業所の情報を分かりやすく公表 

施策の展開 

○質の高い介護サービスの提供 

  市内すべての介護事業所が介護保険制度のルールを理解

し、利用者が安心して介護サービスを利用できるようにする

ため、介護事業所への適切な指導を行う。 

○介護事業所選択のための情報公表制度の充実と周知 

介護事業所が提供するサービス内容等の情報のほか、特色

ある取り組みや活動等の情報を加え、公表情報を充実させる

とともに、情報公表制度の利用促進と普及に向けて広報を行

う。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○介護事業所の指導 

○介護サービス事業者自己評価・ユーザー評価事業の実施 

○介護事業所から報告されたサービス内容等の情報を公表＜新

規＞ 
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  施策１３ 介護サービスを支える人材の確保・定着 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

若者から元気な高齢者まで、幅広い世代の方に介護の仕事に

対して関心を持ってもらうとともに、介護職員の職場への定着

及び能力の向上を図り、安定して介護サービスを提供すること

ができるようにする。 

課   題 

○定着支援及び人材育成の観点から介護現場をマネジメントす

るリーダーの育成及び支援 

○介護の仕事に関心を持ってもらうための取り組みの実施 

○外国人の雇用状況などの実態を把握し、必要に応じて本市の

施策を検討 

施策の展開 

○定着支援・人材育成の充実 

  介護職員の離職を防ぎ、人材の育成を図るために、介護現

場をマネジメントするリーダーの養成や介護職員のキャリア

形成を支援する。 

○介護職に関する情報発信 

  介護の担い手のすそ野を広げるために、市内の介護事業所

の関係団体と協力し、次世代を担う若者に対して、一日の仕

事の流れ、勤務シフト、休暇取得状況などの勤務実態や介護

の仕事のやりがいを情報発信する。また、元気な高齢者には、

短時間でも介護の仕事に従事できることなどを情報発信す

る。 

○外国人人材の支援 

  介護分野での外国人技能実習生の受け入れ後の状況や外国

人の雇用状況など実態を把握し、市として取り組むべき事項

について検討する。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○福祉人材育成支援助成事業の実施 

○キャリアアップ研修の実施 

○介護の日イベントの開催 
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  施策１４ 在宅で介護する家族等への支援 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  
必要なときに必要な介護サービス等を安心して利用すること

で、介護者の心身の負担をできる限り軽減する。 

課   題 

○必要なときに必要な介護サービスを安心して利用できるよう

介護保険制度を周知 

○介護に関する身近な相談窓口を分かりやすく周知 

○介護事業所の情報を分かりやすく公表 

○認知症高齢者を介護する家族の負担軽減 

○排せつケアを行う家族の負担軽減 

○育児等と親の介護が重なる方（ダブルケア）に対する支援 

施策の展開 

○介護保険制度の周知 

必要なときに必要な介護サービスを安心して利用してい

ただけるよう、引き続き介護保険制度の周知を図る。 

○いきいき支援センター及び高齢者いきいき相談室の利用促進

（再掲） 

○介護事業所選択のための情報公表制度の充実と周知（再掲） 

○認知症高齢者を介護する家族への支援の充実（再掲） 

○排せつケアを行う家族への支援 

  家族介護者教室を実施するとともに、相談体制等について

検討する。 

○育児等と親の介護が重なる方に対する支援 

育児等の状況を考慮したケアプランの作成や、ケアマネジ

ャーから子育て支援の窓口を案内していただけるよう、居宅

介護支援事業所等に働きかける。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○介護保険制度等の周知 

○いきいき支援センターの運営（再掲） 

○認知症高齢者を介護する家族への支援（再掲） 

○介護事業所から報告されたサービス内容等の情報を公表＜新

規＞（再掲） 

○排せつケアに関する相談体制等について検討＜新規＞ 
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 Ⅳ 安心して暮らすことができる生活の場の確保 

  施策１５ 状況に応じた住まい・施設の確保 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  

高齢者が安心して暮らせるバリアフリー化された住まいを選

ぶことができるとともに、住まいに困窮する高齢者が適切な住

まいを確保することができる。 

また、介護サービスのうち、施設・居住系サービスを必要と

する方が、適切に必要なサービスを利用できる。 

課   題 

○市営住宅への入居機会の確保 

○住宅のバリアフリー化の推進 

○施設・居住系サービスの計画的な整備 

施策の展開 

○市営住宅における取り組み 

福祉向募集や一般募集を通じて、高齢者の入居機会の確保

を図る。また、一般募集において申込がない住宅については

先着順募集を実施し、住宅困窮者の入居機会の拡大につなげ

る。 

市営住宅の建替の際には、バリアフリー化された住宅を整

備するとともに、既存住宅へのエレベーター設置や集会所・

住戸内の手すり設置などを進める。 

○民間住宅における取り組み 

サービス付き高齢者向け住宅など、バリアフリー化された

高齢者向け賃貸住宅の供給を促進する。 

○施設・居住系サービスの計画的な整備（再掲） 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○市営住宅への入居機会の確保 

○市営住宅のバリアフリー化 

○高齢者向け賃貸住宅の供給 

○認知症高齢者グループホームの整備＜拡充＞（再掲） 

○特別養護老人ホームの整備＜拡充＞（再掲） 
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  施策１６ 住まい・施設に関する支援体制の充実 

区   分 概   要 

め ざ す 姿  
高齢者が、適切に住まい・施設を選択することができ、必要

に応じて住み替えを行うことができる。 

課   題 

○市営住宅の団地コミュニティの活性化 

○高齢者の入居が可能な民間賃貸住宅や入居相談・生活支援な

どに関する情報の提供 

○高齢者の持ち家資産の有効活用 

施策の展開 

○市営住宅における取り組み 

市営住宅ふれあい創出事業として、共同菜園の整備、健康

福祉局と住宅都市局の連携による見守りの実施など、高齢者

の孤立化を防止する取り組みを進める。 

○民間住宅における取り組み 

高齢者の入居が可能な民間賃貸住宅の登録・情報提供を行

うとともに、健康福祉局と住宅都市局が連携して、入居相談

や生活支援など居住支援に関する情報を集約し、入居（希望）

者や大家等への情報提供に取り組む。 

また、高齢者の持ち家を借り上げて住み替え資金となる賃

料収入を提供する、住み替え支援制度の普及啓発を図る。 

○施設や高齢者向け賃貸住宅等の情報提供 

いきいき支援センターや区役所において、施設や高齢者向

け賃貸住宅等に関する案内を行うとともに、健康福祉局と住

宅都市局の連携により、提供する情報の充実を図る。 

施 策 を 

推 進 す る  

事 業 

○市営住宅ふれあい創出事業の実施 

○高齢者の入居が可能な民間賃貸住宅や居住支援に関する情報

提供 

○高齢者住宅改修相談事業の実施 
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４ 安定した介護保険制度の運営 

（１）介護サ－ビス等の見込み量 

ア 在宅サービス及び地域密着型サービス 

○主な在宅サービス（予防給付を含む。）            （単位：人／月） 

    注：訪問介護及び通所介護は、平成２８年６月から予防給付分が介護予防・生活

支援サービスへ移行 

○主な地域密着型サービス（予防給付を含む。）         （単位：人／月） 

区  分 28 年度実績 30 年度 32 年度 

訪問介護 25,498 19,730 21,300

通所介護 21,145 15,380 16,830

短期入所生活介護 3,887 4,280 4,680

福祉用具貸与 34,855 40,460 46,330

区  分 28 年度実績 30 年度 32 年度 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
361 390 430

夜間対応型訪問介護 285 300 370

地域密着型通所介護 6,282 7,250 7,670

小規模多機能型居宅介護 1,214 1,310 1,380

看護小規模多機能型居宅介護 70 70 70

＜見込み量算定にあたっての考え方＞ 

要介護・要支援者数の推計、サービスの利用状況等を勘案して見込む。
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イ 施設・居住系サービス 

○施設種別ごとの整備目標                    （単位：人） 

施 設 区 分 整 備 数 
32 年度目標量 

(定 員) 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 
630 8,900

介護老人保健施設 80 6,975

介護療養型老人保健施設 0 0

介護療養型医療施設 ― 240

介護医療院 0 240

認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 
90 3,488

特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム等） 
280 5,858

計 1,080 25,701

   注１：介護老人福祉施設には地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を含む。 

特定施設入居者生活介護には地域密着型特定施設入居者生活介護を含む。 

なお、介護老人福祉施設については、第 6期計画期間中に第 7期計画の前 

倒し分として１３０人分を整備中 

注２：介護医療院の３２年度目標量は介護療養型医療施設からの想定転換数を記

載 

注３：特定施設入居者生活介護の整備数は住宅型有料老人ホーム等からの転換に

よる整備数を記載 

＜整備目標設定にあたっての考え方＞ 

サービス毎の整備目標については、入所申込者の状況や新規施設の開設状況

等を勘案し、適切に設定する。
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＜見込み量算定にあたっての考え方＞ 

事業対象者・要支援者数の推計、サービスの利用状況等を勘案して見込む。

ウ 市町村特別給付                    （単位：人／月） 

注：平成３０年度から従来の対象者のうち要支援者分を介護予防・生活支援サ

ービスの自立支援型配食サービスに移行する予定。 

エ 介護予防・生活支援サービス 

○介護予防・生活支援サービス              （単位：人／月） 

区  分 28 年度実績 30 年度 32 年度 

生活援助型配食サービス 8,582 5,320 5,880

区    分 28 年度実績 30 年度 32 年度 

訪問 

サービス 

予防専門型 3,881 9,810 9,480

生活支援型 184 2,100 2,600

地域支えあい型 64 学区 108 学区
実施学区の

拡大

通所 

サービス 

予防専門型 3,813 11,320 12,170

ミニデイ型 49 310 400

運動型 464 1,030 1,450
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（２）介護保険給付費等の見込みと第１号被保険者の保険料（暫定値） 

【保険給付費等の見込み（３年間）】 

保険給付費等の見込みは次のとおりである。 

注１：「その他」は市町村特別給付、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービ

ス費、特定入所者介護サービス費、審査支払手数料

注２：各数値は四捨五入しているため、合計と一致しない。

【第１号被保険者の保険料（暫定値）】 

第１号被保険者の保険料基準額（月額）は次のとおりである。 

注１：上記の額は、現時点での試算であり、今後国から示される新しい介護報酬額 

  などにより変動が見込まれる。 

注２：〔参考〕第６期保険料基準額（月額）：５，８９４円

区   分 計

保
険
給
付
費

在宅サービス ２，８００～２，９００億円程度 

地域密着型サービス ７００～８００億円程度 

施設サービス １，３００～１，４００億円程度 

その他 ３００～４００億円程度 

小 計 ５，２００～５，４００億円程度 

地

域

支

援

事
業
費

介護予防・日常生活支援総合事業 ３００億円程度 

包括的支援事業・任意事業 １００億円程度 

小 計 ４００億円程度 

合   計 ５，６００～５，８００億円程度 

第１号被保険者の保険料基準額（月額） ６，４００円台～６，６００円台
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【公費を投入した低所得者の保険料軽減】 

  平成２７年４月から、消費税増税分を財源とした公費の投入による低所得者（世帯

全員が市町村民税非課税の世帯）の保険料の軽減が行われている。 

  軽減策にかかる費用は、国が１／２、都道府県が１／４、市町村が１／４を負担。 

保険料段階 料率の軽減

第１段階

○生活保護等を受けている方

○老齢福祉年金受給者で世帯全員が市町村民税非課

税の方

0.45→0.4 

第２段階

○世帯全員が非課税の世帯で、本人の公的年金等の収

入金額とその他の合計所得金額の合計が 80 万円以

下の方

0.45→0.4 

引き上げとなる要素 引き下げとなる要素 

○要介護・要支援者数の増加に伴う保険

給付費の増加 

○保険給付費全体に係る第１号被保険

者負担率の変更（２２％→２３％） 

○施設・居住系サービスの整備に伴う定

員増加 

○２割負担者のうち特に所得の高い方の利

用者負担を３割へ変更 

○課税世帯の一部において高額介護サービ

ス費の上限額変更（37,200 円→44,400 円）

○介護給付費準備基金の取崩し 

○介護保険料収納率の向上 

（平成25年度 98.9%→平成28年度 99.14%）

○要支援認定者に係る配食サービスの市町

村特別給付から地域支援事業への移行 

【保険料算定に影響する要素】
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【保険料段階】

第７期計画期間においては、負担能力に応じた保険料負担の観点から第６期計画期間

と同じ保険料段階（15 段階）及び保険料率を引き続き設定する。

※第１～２段階の料率表記：［公費による保険料軽減前→軽減後］

2.5

2.3  第７期の保険料率(案)

 公費投入による軽減
2.1

 ３０年度の対象者数（見込）

1.9
 構成比

1.7

1.5

1.25

1.05

0.85

0.75

0.65

0.45

0.4

540万円 700万円 1,000万円

[2.3] [2.5]

課税・

非課税

等

生保等

年金収入

金額等

合計所得

金額

保険料

段階

[料率]

第６段階 第７段階
第１段階

[0.45→

0.4]

第2段階

[0.45→

0.4]

290万円 400万円

[1.5] [1.7] [1.9]

第15段階

世帯非課税
本人非課税

（世帯課税）
本人課税

[2.1]

第８段階 第9段階 第10段階 第11段階 第12段階 第14段階第13段階第３段階 第４段階 第５段階

80万円

[0.65] [0.75] [0.85] [1.0] [1.05] [1.1] [1.25]

80万円 125万円 200万円

80万円 120万円

1.1%

1.0%

2.0%

0.6万人

0.6万人

1.1万人

1.9%

1.1万人
3.6%

2.0万人
6.8%

3.9万人
12.4%

7.0万人7.3%

4.1万人
5.7%

3.2万人
10.9%

6.2万人
12.9%

7.3万人7.9%

4.5万人

4.1%

2.3万人

14.7%

8.3万人

7.7%

4.4万人

1.0

1.1

人

%

1.25

2.5

2.3

2.1

1.9

1.7

1.5

1.1
1.05

基準額

0.85

0.75

0.65

0.45→0.4

料 率
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（３）介護保険制度の適正な運営 

①今後の介護保険料の上昇

抑制に向けた取り組み 

（介護給付の適正化） 

○ 要介護・要支援認定の適正化 

○ ケアプランチェック 

○ 住宅改修実態調査 

○ 医療情報との突合、縦覧点検 

○ 給付費通知の送付 

②自立支援・重度化防止に

向けた取り組み 

○ ケアマネジャー向け研修会の実施 

○ 介護予防・生活支援サービスの利用促進 

○ 住民主体の集いの場への専門職派遣の推進 

③公平公正な要介護・要支

援認定 

○ 公平公正な認定調査の実施 

〇 円滑な審査判定と公平性の確保 

〇 要介護認定事務の集約化 

④低所得者の利用者負担軽

減事業 

○ 認知症高齢者グループホーム居住費助成 

○ 社会福祉法人による生活困難者に対する利用者負

担の軽減 

○ 障害者ホームヘルプサービス利用者の負担軽減の

支援措置 
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＜参考＞

第 6期計画と第 7期計画との比較 

名  称
はつらつ長寿プランなごや２０１５

（第 ６ 期 計 画） 

はつらつ長寿プランなごや２０１８

（第 ７ 期 計 画） 

計画期間 平成２７年度～２９年度 平成３０年度～３２年度 

保険給付費等 

（3年間） 
５，１９５億円程度 

５，６００億円 

    ～５，８００億円程度 

保険料 

基準額 

（月額） 

５，８９４円 ６，４００円台～６，６００円台 

保険料段階 １５段階 １５段階 

要介護・要支援

認 定 者 数 

２７年度 １０１，０７１人 

２８年度 １０３，８２３人 

２９年度 １０６，７７７人 

（各年度９月末現在）

３０年度 １１１，４００人 

３１年度 １１５，３００人 

３２年度 １１８，９００人 

（各年度９月末時点）

施設整備 

平成２７～２９年度の整備計画数 

・特別養護老人ホーム    ９７０

 ・介護老人保健施設      ０

 ・認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ  ３２０

 ・特定施設入居者生活介護    ０

合計 １，２９０

※特別養護老人ホームは第６期前倒

し分３３８人分を含む。

平成３０～３２年度の整備計画数 

・特別養護老人ホーム    ６３０

 ・介護老人保健施設     ８０

 ・介護医療院         ０

 ・認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ   ９０

 ・特定施設入居者生活介護 ２８０

合計 １，０８０

※特別養護老人ホームは第７期前倒

し分１３０人分を含む。
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「はつらつ長寿プランなごや２０１８」（案） 

についてご意見をお寄せください 

 第７期名古屋市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画「はつらつ長寿プラン

なごや２０１８」（案）について、みなさまからご意見を募集しています。 

【意見の提出方法】 

 郵送、ファックス（裏面の用紙をお使いください）、又は電子メールでお寄せく

ださい。提出は任意の様式でも結構ですが、「はつらつ長寿プランなごや２０１８」

（案）についての意見であることを明記してください。 

 いただいたご意見につきましては、今後の計画策定や高齢者関連の施策に生か

してまいります。なお、個々に回答はしませんが、後日取りまとめたものを名古

屋市高齢者施策推進協議会へ報告するとともに、本市の考え方とあわせて公表し

ます。 

【募 集 期 限】 

 平成３０年１月１９日（金曜日）まで （※郵送は消印有効） 

【提 出 先】 

 名古屋市健康福祉局高齢福祉部高齢福祉課 

   〒４６０－８５０８ 

    名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 

    電   話  ０５２－９７２－２５４２ 

    ファックス  ０５２－９５５－３３６７ 

    電子メール  a2541@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

    （※郵送の場合は、郵便番号と課名のみで届きます） 



ご意見記入用紙（ファックスの場合はこのままお送りください） 

ファックス番号 （０５２）９５５－３３６７ 

 ※以下の欄は差し支えなければご記入ください。 

住所 名古屋市内 ・ 市外 性別 男性 ・ 女性 

年齢 40 歳未満・40 歳代・50 歳代・60～64 歳・65～74 歳・75 歳以上 

この冊子は、古紙パルプを含んだ再生紙を使用しています。 

  第７期名古屋市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画「はつらつ長寿 

プランなごや２０１８」（案）についてのご意見をご記入ください 


